
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
取 組 プラン上の事業名 取  組  内  容 

１－２ 
相談支援 

計画相談支援事業 
障害福祉サービスを利用する全ての方に、計画相談支援によるきめ細かい相談支援が提供できるよう、体制の

整備と事業所の人材育成・確保支援などの取組を推進。 

２－１ 
住まい 

公立障害者支援施設の再整備の検討 
松風学園の入居者の居住環境改善のため、個室化等の設計を進め、同園敷地に入所施設を整備する基本構想に

着手。 

精神障害者地域移行・定着支援 
精神科病院等の長期入院者患者の早期退院を図るため、一部の生活支援センターで実施している精神障害者地域移

行・定着支援事業（退院サポート事業）を 18 区に拡大予定。うち、平成 30 年度は３区拡大し 15 区で実施予定。 

精神障害者生活支援センターの運営 
精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築に向け、Ａ型センター（指定管理者方式）とＢ型センター

（補助金方式）のサービスの標準化に向け、Ｂ型センター機能を強化。 
２－２ 
暮らし 

地域生活支援拠点の整備 
居住支援機能として、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供を図るため、モデル実施として２区の基

幹相談支援センターである法人型地域活動ホームにコーディネーターを配置。 

３－１ 
健康・医療 

医療的ケア児・者等に対する関連分

野の支援を調整するコーディネータ

ーの配置 

医療・福祉・教育など多分野にまたがる支援を調整するコーディネーターを平成 30 年度養成、31 年度配置。 
（こども青少年局・健康福祉局・医療局・教育委員会事務局・４局連携事業 ） 

３－２ 
バリアフリー 

ユニバーサルデザインタクシー導入促

進事業 

車いすに乗ったまま乗車できるユニバーサルデザインタクシー導入費用の助成台数を大幅に増やし、タクシー

車両のバリアフリー化を促進。 
４－２ 
教育 

特別支援学校の再編整備【教育委員

会事務局】 
肢体不自由児の教育環境等の向上のため、左近山特別支援学校の整備工事に着手し、北綱島特別支援学校を上

菅田特別支援学校の分校へと移行。 
５－５ 

文化･ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ 
障害者スポーツ文化センターの整備

及び運営 
文化・スポーツ活動の場や機会を充実させるため「ラポール上大岡（仮称）」を南部方面に整備。 

 

「第３期横浜市障害者プラン改訂版」原案について 

  趣 旨 
本市では、平成 27年度から平成 32年度までを計画期間とする「第３期横浜市障害者プラン」を策定し、「自己選択・自己決定のもと住み慣れた地域で、安心して、学び・育ち・暮らしていくことができるま

ち、ヨコハマを目指す」を基本目標に掲げ、障害福祉施策を進めています。この度３年が経過するため、市民意見募集等を経て中間見直しを行い、「第３期横浜市障害者プラン改訂版」原案を作成しました。 

 

 
 
 
 
  

 

第３期障害者プラン 
該当法定計画 

H27 年度～H29 年度 H30 年度～H32 年度 
施 策 の 方 向 性 

障害者計画 
個  別  事  業  

サービス利用の見込み量 
サービス利用の見込み量 障害福祉計画 

うち、障害児の見込み量 障害児福祉計画 

(H30年度～)  

１ 障害者プランの構成 

本プランは、障害者基本法に基づき本市における障害者に関する基本的な施策の方向性

及びその実現のために必要な個別の事業等を定める「障害者計画」と障害者総合支援法及

び児童福祉法に基づき円滑にサービス提供が進むようサービスごとに必要な利用の見込

み量等を定める「障害福祉計画」「障害児福祉計画」の二つの性質を持つ計画です。 

本プランは障害児者
の生活「５つのテーマ」
に分類し、施策を進め
ています。 

 H25 H27 H29 
横 浜 市 人 口 3,693,788 人 3,712,170 人 3,728,124 人 

手 帳 所 持 者 数 143,657 人 152,852 人 159,563 人 

割   合 3.89％ 4.12％ 4.28％ 

身 体 障 害 者 手 帳 96,114 人 99,120 人 99,356 人 
愛 の 手 帳 ( 療 育 手 帳 ) 23,005 人 25,447 人 27,958 人 
精神障害者保健福祉手帳 24,538 人 28,285 人 32,249 人 

（３月末時点。ただし「横浜市人口」のみ４月１日時点）  

【参考】横浜市障害者手帳等の推移 
 本市人口における障害者手帳所持者数の割合は、平成 25 年の「3.89％」から平成 29

年の「4.28％」へと0.39ポイント上昇しています。今後もこの割合は増加する見込みです。 

２ 「中間見直し詳細版」から、新たにプランに反映した取組（抜粋） 
 

右表は、平成 30 年度予算等で

明確になった内容や、昨年９月

の市民意見募集でお示しした

「中間見直し詳細版」から、当

事者・家族・関係団体等の御意

見を踏まえ、新たにプランに反

映した取組です。 
また、平成 30 年４月の障害者

総合支援法及び児童福祉法の一

部改正に伴い、平成 30 年度から

新たに法定サービスとなる「自

立生活援助（P80）」「居宅訪問型

児童発達支援【こども青少年局】

（ P114 ）」「 就 労 定 着 支 援

（P142）」等のサービスごとに必

要な見込み量を設定しました。 

〇 障害者プランの構成図 
 
 

平 成 3 0 年３ 月 1 5 日 

こども青少年・教育委員会 
こ ど も 青 少 年 局 
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